様式第６号（第13条関係）
年　　月　　日　 
　　古河市長　宛て 
申出人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
（法人にあっては代表者名）　　　　　　

太陽光発電事業計画書

古河市内における太陽光発電設備設置に関する条例第12条の規定による協議を申し出ます。

１　事業概要
	事業名
	

	事業区域の所在地
	

	事業区域の総面積
	㎡

	事業区域内における抑制区域の有無
	有　　・　　無

	総発電出力
	ｋｗ

	事業計画認定
	有（認定予定日：　年　月　日）　・　無

	事業形態
	発電のみ・営農型・その他（　　　　　）

	
	アレイの下の利用予定　　　有　・　無

	土地の利用権原
	自己所有・購入予定・賃貸借・地上権・
その他（　　　　　　）

	工事等予定
年月日
	説明会開催日
	年　　月　　日

	
	工事期間
	年　　月　　日～　年　　月　　日

	
	工事時間
	午前　時　分～　午後　時　分

	
	運転開始
	年　　月　　日

	
	運転終了（廃止）
	年　　月　　日

	工事施工者
	住所又は所在地
	

	
	氏名又は名称
	

	施設管理者
	住所又は所在地
	

	
	氏名又は名称
	


※　別表第４に掲げる図書を添付すること。

事業区域土地一覧
	大字及び地番
	地目
	面積
	抑制区域の名称

	
	
	㎡
	



２　施設管理
(１)　第三者の侵入防止対策
	フェンスの位置及び高さ
	敷地境界から　ｍ後退

	出入口の施錠措置
	

	標識の位置
	入口付近　・　それ以外（　　　　　）


(２)　保守点検
	保守点検（年間）
	内容
	

	
	時期
	

	管理者
	住所
	

	
	氏名
	

	
	電話番号
	

	異常があった場合の対応
	


(３)　防草対策
	施工内容
	・防草シート又は人工芝（10年以上の太陽年数かつ浸透係数10-２～1.0のもの）
・防草コンクリート又はアスファルト
・砂利又は砕石（10cm未満）
・ウッドチップ(有価物又は原位置自然還元)
※防草シート又は砕石、有価ウッドチップの場合には品質を証する書面を添付すること。


(４)　雨水・土砂の流出防止対策
	「古河市雨水流出抑制技術基準」により施工する雨水施設の種類及び容量
	

	土砂の流出防止対策
	


(５)　道路等の接道、建築物
	道路への接道
	公道　/　私道　　幅員　　　ｍ　・　無

	法定外道路等の占用
	有　・　無

	建築物の有無
	有　・　無


※　建築物に該当するかの判断は、建築基準法第２条第１項及び市ホームページ等を参照の上、必要に応じて確認すること。
(６)　立竹木伐採・緩衝帯・造成工事
	立竹木伐採の有無
	有　・　無

	緩衝帯
	幅員　　ｍ

	
	緑地の有無　　有　・　無


※　緩衝帯の幅員については、別表第１に掲げる事項に沿ったものとすること。
※　緩衝帯を緑地にする場合には、防草対策を施した上で、植栽すること。

　３　工事車両等
	使用する工事車両等の種類及び台数
	

	工事車両等の通行時間
	午前・午後　　時　　分から
午前・午後　　時　　分まで

	工事車両等の往復回数
	１日　　回

	工事車両等の騒音及び振動対策内容
	

	使用する建設機械等の種類及び台数
	

	建設機械等の使用時間
	午前・午後　　時　　分から
午前・午後　　時　　分まで

	建設機械等による騒音及び振動対策内容（騒音規制法（平成26年法律第72号）又は振動規制法（昭和51年法律第64号）に基づく特定建設作業に該当する場合は、その旨を記載すること。）
	

	建設機械等が低騒音型の機械であるか
（いずれかに〇）
	低騒音型・それ以外

	工事現場監督
（緊急連絡先）
	住所
	

	
	氏名
	

	
	連絡先
	


　４　太陽光発電設備
	太陽光パネル
	メーカー
	

	
	反射性
	□低反射　□それ以外

	
	枚数
	

	
	向き及び角度
	

	パワーコンディショナー
	ｋｗ

	キュービクル
	ｋｗ

	蓄電池容量
	ｋｗ

	協定書に基づき設置するコンセントの有無
	有　・　無（表示板を付けること。）


　５　事業廃止後等の措置
	
	耐用年数
	耐用年数経過後
の措置

	設備内容
	太陽光パネル
	年
	交換・撤去

	
	パワーコンディショナー
	年
	交換・撤去

	
	キュービクル
	年
	交換・撤去

	
	接続箱
	年
	交換・撤去

	
	蓄電池（設置する場合）
	年
	交換・撤去

	廃棄等費用積立金の総額※
	円

	廃棄等費用積立方法
	年　　　　円　　　　年間


　※　積立金の総額が、国に提出した額と異なる場合は、その額も括弧に併記すること。

６　特記事項（事業譲渡等の予定がある場合に記載すること。）
	



[bookmark: _GoBack]
